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 現行の職務発明制度（特許法第３５条） 

 



特許行政の主な取組み 

・「一次審査通知」（ＦＡ）の短縮                
  （２０１３年度末までに１１か月台） 
・審査体制の強化 
  （任期付審査官：５年間にわたり任期１０

年間の審査官を総数で４９０名確保） 

・任期付審査官の確保など審査体制の充実 

  （２０１４年度：１００名確保） 

 

－審査の迅速化 
  特許審査について今後１０年以内に 

   ①「権利化までの期間」を半減(１４か月
以内：２０１２年実績３０か月 ) 

   ②FA期間を１０か月以内 

・特許審査ハイウェイ（ＰＰＨ）網     
  （２０１４年１月：３２特許当局が参加） 
・複数国への一括出願：国際枠組みへの加入 
  （特許：特許協力条約（ＰＣＴ）、商標：マドリッド
協定議定書） 
・新興国における審査実務に対する協力 
  （審査官交流、システム） 

・技術動向調査の強化 

  （中国等の技術動向の把握・提供） 

※救済措置の拡充 

※特許異議申立制度の創設 

※複数国への意匠の一括出願 

※音や色など商標保護対象の拡充 

  

・特許審査の更なる国際展開  
  (ＰＣＴ条約に基づく「国際調査報告」対象国管轄拡大) 

米国出願人の国際特許出願について、我が国 
において一次審査を行うことを検討。 

・中小ベンチャー・小規模企業等に対する国内・国
際出願料等軽減 

 （産業競争力強化法による措置：２０１４年度から） 
・「知財総合支援窓口」による支援 
 （２０１１年から設置：全国５７か所） 
・模倣品・偽造品対策 

・「知財総合支援窓口」機能強化 
  （弁理士・弁護士等専門家の常駐化 等）  
・国際出願支援・模倣品対策    
・情報システムの整備の加速化 
※地域団体商標の登録主体拡充               
※弁理士の使命条項・中小企業等の 
  相談に応じることができる旨の明確化 
※国際出願手数料納付手続簡素化                     

 

・基礎インフラとしての情報提供 
  （特許電子情報図書館（ＩＰＤＬ）の刷新） 
中小企業等ユーザーの利便性に資するよう、特許
関連情報を提供する基礎情報インフラを整備。 

審査の高品質・迅速化 制度・システムの 
国際競争力強化 

基礎インフラ機能の 
充実・向上 

こ
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※
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今
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点
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－審査の高品質化 
外部有識者によって構成される委員会を
新たに設置し、品質管理の目標を設定す
るとともに実施状況･体制等を評価。 

・アジア諸国への我が国知財システム輸出 
  我が国審査官の派遣等により、特許や商標等 
  の知財システムの輸出を図るとともに、現地で 
  の権利取得や模倣品被害対策のためＩＮＰＩＴの 
  活用など現地での支援体制を強化。 

・国際的な出願手続の統一化、簡素化 
  国毎に異なる出願手続の統一化等を図り、我
が国企業の負担を軽減するため、特許法条約
及びシンガポール条約（商標）への加入を検討。 

・職務発明制度の見直し 
企業のグローバル活動における経営上のリス
クを軽減する観点から、職務発明制度見直しを
加速化。 

・中国語文献の和文翻訳システムの整備の加速化・
情報提供の充実 
全世界の特許・実用新案出願総数約３１８万件（２０
１４年）のうち、約４割を占める中国の出願文献につ
いて、日本語で検索できるシステムを整備（２０１５
年４月稼働目標）。 

・特許等の料金体系の見直し 
特許・商標・意匠等の取得及び維持に係る料金体
系を見直し。 

・「営業秘密管理事業（仮称）」の実施 
  （中小企業等の営業秘密保護支援） 
権利の特許化・秘匿化の相談、秘匿化された技
術の保有者の証明、模倣品対策等をワンストップ
で支援。 

・審査体制の更なる整備・強化 

 （「日本で特許を取得すれば、その審査結果が海外 

 の審査でも通用し、海外でも強い権利を速やかに 

 取得できるような知財システム」の構築を目指す） 

 

・模倣品・偽造品対策の充実・強化 
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職務発明規定見直しを巡る議論の経緯 



現行の職務発明制度の概要（特許法第35条） 
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① 職務発明について、使用者は法定の通常実施権を有する。 
② 職務発明について、あらかじめその発明に係る特許権等を使用者に承継する旨（又は専用
実施権を設定する旨）を定める契約、勤務規則その他の定めは、その発明が職務発明で無
い限り無効である。〔職務発明については、事前に契約、勤務規則等により使用者への承継
を定めることができる。〕 

③ 使用者が契約、勤務規則等により職務発明に係る特許権等を承継した場合は、従業者には
「相当の対価」を受ける権利がある。 

④ 契約、勤務規則等により職務発明の対価について定める場合には、その協議の状況、基準
の開示の状況、従業者等からの意見の聴取等を考慮して、その定めたところにより対価を支
払うことが「不合理」と認められない限り、その対価がそのまま「相当の対価」として認められ
る。 

⑤ 対価に関する契約、勤務規則等がない場合又はその定めたところにより対価を支払うことが
「不合理」と認められる場合には、使用者が受けるべき利益の額、その発明に関連して使用
者等が行う負担、貢献及び従業者等の処遇その他の事情を考慮して「相当の対価」が決定
される。 
 

 特許法第35条は、従業者がなした職務発明に関する特許を受ける権利が従業者に原始的に 

  帰属することを前提に（特許法第29条第1項）、以下の事項について規定している。 

現行の職務発明制度 



 
 専売特許条例（明治18年）、特許条例（明治21年）及び特許法（明治32年）には、発明者が特許を受けることができる旨が規定されてい

たが、職務発明に関する規定はない。 

職務発明制度の歴史的変遷 
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明治42年法以前 

 
 職務発明に係る特許を受ける権利は、契約等に別段の定めがある場合を除き、使用者に帰属。 
 職務上発明以外の発明については、あらかじめ特許を受ける権利を譲渡する契約等は無効。 

明治42年法 

 
 職務発明に係る特許を受ける権利は従業者に帰属。 
 使用者は、職務発明について無償の通常実施権を有する。 
 特許を受ける権利を使用者に譲渡した場合には、従業者は「相当の補償金」を受ける権利を有する。 
 使用者が既に「報酬」を支払っている場合には、裁判所は「補償金」を算定する際にこれを斟酌することができる。 

大正10年法 

 我が国の職務発明制度は、明治末から大正にかけて使用者帰属を採用した時期もあったが、 
  大正10年法以降は現在の職務発明規定の枠組みを維持。 

 
 大正10年法で規定された従業者帰属の原則を維持。 
 「相当の補償金」を「相当の対価」との表現に変更した。 

昭和34年法 

 
知的財産に対する国民的関心の高まりを背景に、職務発明制度の存在が改めて意識される。 
我が国における雇用関係の変質、研究者の流動化を背景に、従業者等から特許法第35条第3項及び第4項に基づく「相当の対価」 の
支払を請求する訴訟が相次いで提起される。 

そうした中、使用者があらかじめ定めた勤務規則等に基づいて権利承継の対価を支払っていたとしても、その金額が同法に規定する
「相当の対価」に満たない場合は、従業者はその不足額の支払を求めることができると判示する最高裁判決（平成15年4月22日民集57
巻4号477頁：オリンパス事件）が出され、職務発明制度の対価の算定方式が極めて不安定である等の批判が噴出。特許法を改正する
に至った。 

平成16年改正の経緯 



職務発明制度を巡る近年の環境変化 
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 研究成果としての発明は、社内外の多数の研究者、研究補助者、技術者等の共同作業で創出 

研究開発活動の多様化 

 
 一つの製品に多数の特許技術が利用される例が増加（情報技術分野が典型） 
 特許の利用形態自体も、自社実施のみならず、事業戦略に応じて、他社への個別のライセンス、包括的クロ
スライセンスなど多様化 

 現存特許権数の急増（2004年：1,104,640件、2013年：1,838,177件） 
 職務発明に係る外国の特許を受ける権利について特許法第35条を類推適用すると判示した最高裁判決        

「相当の対価」の算定の困難化 

「相当の対価」の算定に係る社内担当部署でのコストや困難性 

発明を生み出すためには、発明者を含む関係者全員の意欲の維持・向上が不可欠 

 
 「オープン・クローズ戦略」など、企業における知的財産戦略が多様化 

知的財産戦略の複雑化 

各職務発明について、特許権として権利化するか、営業秘密として秘匿化するといった判断を
製品・役務の経営戦略の中で迅速・的確に行うことが必要 

 近年の環境変化を背景に、 
  産業界からの要望を中心として更なる改正へのニーズが高まっている。 



 
我が国の職務発明制度について、企業のグローバル活動を阻害しないような在り方について、国内外の運用状況に関する分析結果や、産業構造や労働環境が大き
く変化している状況も踏まえつつ、以下のような観点から整理・検討し、例えば、法人帰属や使用者と従業者などとの契約に委ねるなど、産業競争力に資する措置を
講じる。（経済産業省） 

• 発明者に対する支払いの予見性を高める観点 
• 発明者への支払いが発明の譲渡に対する対価と考えるべきか、追加的な報酬と考えるべきかという観点 
• 従業者の報酬については一般的には労働法で規定されているところ、発明の対価に関しては職務発明規定として特許法で規定されていることから、労

働法の視点からも職務発明制度について整理する観点 
• グローバルな制度調和の観点 
• 発明者にとって魅力ある制度・環境の提供という観点 

職務発明以外の自由発明（雇用関係にない学生の発明など）に関し、大学などにおける発明に対する取組の実態を調査し、その情報を周知することで、適切な取扱
いを促進させる。（経済産業省） 

職務発明制度の見直しに関する政府の取組み 

 ２０１３年６月７日 閣議決定 
「知的財産政策に関する基本方針」 

産業競争力強化のためのグローバル知財システムの構築 
 現在発明者帰属となっている職務発明制度について抜本的な見直しを図り、例えば、法人帰属又は使用者と従業者との契約に委ねるなど、産業競争力強化に資 
する措置を講ずることとする。 

 ２０１３年６月７日 知的財産戦略本部 知的財産政策ビジョン 

 
 
企業のグローバル活動を阻害しないための職務発明制度の見直し 

• 企業のグローバル活動における経営上のリスクを軽減する観点から、例えば、職務発明の法人帰属化や使用者と従業者との契約に委ねるなど制度を
見直し、来年の年央までに論点を整理し、来年度中に結論を得る。 

 ２０１３年６月１４日 閣議決定 「日本再興戦略」 

 
（職務発明制度の在り方） 
職務発明制度の在り方に係る整理にあたっては、国内外の運用状況に関する分析結果や、産業構造や労働環境が大きく変化している状況も踏まえつつ、・・・例えば
、法人帰属や使用者と従業者などとの契約に委  ねるなど、産業競争力に資するような在り方について結論を得る。（短期）（経済産業省） 

 ２０１３年６月２５日  知的財産戦略本部 
知的財産推進計画2013 

 
企業の産業競争力の強化につなげるための職務発明制度の見直し 

職務発明制度の見直しについて、「2014 年の年央までに論点を整理し、2014 年度中に結論を得る」（「知的財産推進計画2013」工程表）という既定のスケジュ
ールを前倒しし、2014 年早期に特許制度小委員会での検討を開始して議論の加速化を図る。 

産業構造審議会知的財産分科会とりまとめ  ２０１４年２月２４日  産業構造審議会知的財産分科会 
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職務発明制度に関するアンケート調査 



 特許庁において、平成２５年１０月～１２月に実情を把握・整理するべく、我が国企業・研究者（海外企業に
移籍した者も含む）総計１７，０００を超える主体を対象にアンケート調査を実施。 

職務発明制度に関する調査研究について（概要）  

 職務発明制度の見直しについて、「職務発明制度に関する調査研究委員会」を開催（平成25年
7月～平成26年1月、全14回）し、研究者の研究開発活動に対するインセンティブの確保と   
企業の国際競争力・イノベーションの強化の観点から、企業向け・研究者向けアンケート調査、
諸外国の職務発明制度の調査等を実施し、検討。 

【実情の把握・整理】 

送付数 回答数 回答率 

研究者 総数 15,359者 3,556者 約23.2％ 

          日本企業の 
      国内在住者 

12,640者 3,280者 約25.9％ 

          海外企業に移った 
      国内在住者 

  1,817者   230者 約12.7％ 

          海外企業で働く 
           海外在住者 

     902者      46者   約5.1％ 

送付数 回答数 回答率 

企業    総数 2,485社 1,086社 約43.7％ 

          大企業 1,233社    623社 約50.5％ 

          中小企業 1,252社    437社 約34.9％ 

          不明 －      26社 － 

表１ 研究者向けアンケート調査 表２ 企業向けアンケート調査 
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12.0

15.3

20.4
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36.1
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報奨金の額の算定のための作業負担が過大

職務発明に関する取決めの策定・改訂における

協議の担当者の作業負担が過大

発明者と発明者以外の者との不公平感

報奨金の額の算定に関する発明者からの

意見の聴取に係る手続負担が過大

職務発明訴訟に備えた関連資料の

収集・保管の負担が過大

インセンティブ施策への制限

企業向けアンケート調査結果  

・ 職務発明に関する運用について「問題がある」との 
  回答は、大企業では69.3%、中小企業では42.6%。 
・ 「問題がある」と回答した企業のその理由について、 
 右図のとおり。 

・ 報奨金の支払が研究者のインセンティブを向上させ 
 ているかについては、肯定的回答（「向上させている」
「どちらかといえば向上させている」）が過半（70.3%）。 
・ なお、職務発明を行った従業者に対する金銭以外の 
 報奨について、「実施している」企業では「賞状や盾の
授与による表彰等」「賞与への反映」 「昇進、昇格な 

 ど地位の向上」が順に挙げられている一方、そもそも
「実施していない」と回答した企業も59.1%に及んでいる。 

（２）職務発明に対するインセンティブ     

（３）職務発明に関する運用 

（１）職務発明に関する取決め    
・ 職務発明に関する取決めが「ある」との回答は、大企業では99.1%、中小企業では75.7%に及んでいた。また、「ある」と回答した企業のうち、  
 「従業者から使用者（会社）への権利の移し方」を定めている企業は、大企業では91.2%、中小企業では88.5%に達している。 
・ 職務発明に関する取決めが「ない」と回答した企業の90.5%が中小企業であった。また、「ない」と回答した企業のうち、「慣行として従業者から 
 使用者へ権利を移している」企業は、大企業では80.0%、中小企業では58.4%に達している。 

＜企業向けアンケート調査結果＞  重要/どちらかというと重要    
 どちらともいえない   
 重要でない/どちらかというと重要でない   
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17.9 

24.8 

2.9 

4.0 

6.6 

5.8 

12.8 

45.2 

現実的な問題を解決したいと思う願望 

知的好奇心を満たす仕事に従事することによる満足感 

所属組織の業績の向上 

金銭的な処遇（給与、年収） 

職務発明に対する金銭的な報奨（発明報奨金） 

職務発明に対する非金銭的な報奨（賞状や楯等） 

87.9 

80.4 

78.5 

77.5 

76.5 

57.2 

9.6 

14.8 

17.1 

18.0 

19.3 

27.5 

2.5 

4.8 

4.5 

4.5 

4.1 

15.3 

良好な人間関係（同僚、チームなど） 

金銭的な処遇（給与、年収）の良さ 

職場における雇用の安定性（研究を継続できる安心感） 

研究設備の充実 

研究予算の充実 

職務発明に対する金銭的な報奨（発明報奨金）の多さ 

85.3 

80.9 

79.2 

71.7 

60.6 

23.9 

12.1 

14.4 

15.0 

18.4 

22.9 

27.5 

2.7 

4.7 

5.8 

9.8 

16.5 

48.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現実的な問題を解決したいと思う願望 

知的好奇心を満たす仕事に従事することによる満足感 

所属組織の業績の向上 

金銭的な処遇（給与、年収） 

職務発明に対する金銭的な報奨（発明報奨金） 

職務発明に対する非金銭的な報奨（賞状や楯等） 

90.4 

83.8 

81.3 

78.8 

74.3 

72.5 

8.1 

10.7 

15.4 

15.4 

21.3 

18.3 

1.5 

5.5 

3.3 

5.9 

4.4 

9.2 

研究者・技術者個人の能力の高さ 

研究開発組織のチームワークの良さ 

研究予算の充実 

研究設備の充実 

金銭的な処遇（給与、年収）の良さ 

職務発明に対する金銭的な報奨（発明報奨金）の多さ 

研究者向けアンケート調査結果  
 重要/どちらかというと重要    
 どちらともいえない   
 重要でない/どちらかというと重要でない   

（１）研究開発を行う上で重要と思うこと 

（２）組織が優れた発明を生み出すために重要と思うこと 

（３）組織に勤務し続ける上で重要と思うこと 

知的好奇心を満たす仕事に 
従事することによる満足感 

知的好奇心を満たす仕事に 
従事することによる満足感 

職務発明に対する金銭的な 
報奨（発明者報奨金） 

職務発明に対する非金銭的な 
報奨（賞状や楯等） 

職務発明に対する金銭的な 
報奨（発明報奨金）の多さ 

職場における雇用の安定性 
（研究を継続できる安心感） 

職務発明に対する金銭的な 
報奨（発明報奨金）の多さ 

職務発明に対する金銭的な 
報奨（発明報奨金）の多さ 

職場における雇用の安定性 
（研究を継続できる安心感） 

職務発明に対する金銭的な 
報奨（発明者報奨金） 

職務発明に対する非金銭的な 
報奨（賞状や楯等） 

0%           20%           40%           60%            80%           100%    

91.6 

87.4 

81.4 

80.5 

70.6 

70.3 

7.0 

9.9 

15.4 

15.7 

22.0 

19.7 

1.5 

2.8 

3.2 

3.8 

7.4 

10.0 

研究者・技術者個人の能力の高さ 

研究開発組織のチームワークの良さ 

研究予算の充実 

研究設備の充実 

金銭的な処遇（給与、年収）の良さ 

職務発明に対する金銭的な報奨（発明報奨金）の多さ 
職務発明に対する金銭的な 
報奨（発明報奨金）の多さ 

（２）組織が優れた発明を生み出すために重要と思うこと 

＜日本企業＞ 

＜日本企業＞ 

＜日本企業＞ 

＜海外企業＞ 

＜海外企業＞ 

＜海外企業＞ 
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  産業構造審議会知的財産分科会 
  特許制度小委員会における検討 



  

4 

 本年３月から、産業構造審議会知的財産分科会特許制度小委員会で、本夏を目途に取りまとめ
を得るべく、職務発明制度の在り方について集中的に議論を行っている。 

  特許制度小委員会における検討 

第1回（3/24） 

① 現行の職務発明制度及び職務発明制度の 
  見直しに関する政府の取組 

② 職務発明制度に関する調査研究について 

第2回（4/4）  

① 北森委員からのプレゼンテーション 
② 赤井委員からのプレゼンテーション 
③ 主要国・地域における職務発明の取扱い 

第3回（4/14） 
① 萩原委員からのプレゼンテーション 

② 土井委員からのプレゼンテーション 

第4回（4/30） 

① 高橋委員からのプレゼンテーション 
② 職務発明規定の歴史的変遷について  

③ 我が国の職務発明制度の在り方に関する検討
の視点及び考え方の整理 

第5回（5/14） 

① 第4回特許制度小委員会で提起された御意見に
ついて 

② 北森委員からのプレゼンテーション 
③ 飯田委員からのプレゼンテーション 
④ 和田委員・萩原委員・鈴木委員・矢野委員からの
プレゼンテーション 

第6回（5/29） 職務発明制度の在り方に関する検討 

＜委員長＞ 
大渕 哲也 東京大学大学院法学政治学研究科教授 
 
赤井 智子  産業技術総合研究所ユビキタスエネルギー 
         研究部門高機能ガラスグループグループ長 
飯田 香緒里 東京医科歯科大学研究・産学連携推進機構教授 
井上 由里子 一橋大学大学院国際企業戦略研究科教授 
片山 英二 阿部・井窪・片山法律事務所弁護士・弁理士 
北森 武彦  東京大学大学院工学系研究科教授 
後藤 晃 政策研究大学院大学教授 
鈴木 康裕 一般社団法人電子情報技術産業協会法務・ 
         知的財産権運営委員会委員 
         三菱電機株式会社知的財産渉外部次長 
高橋 英樹 日本弁理士会副会長 
茶園 成樹 大阪大学大学院高等司法研究科教授 
土田 道夫 同志社大学法学部・法学研究科教授 
土井 由美子 日本労働組合総連合会経済政策局部長 
中村 勝重 三鷹光器株式会社代表取締役 
西 理香 知的財産高等裁判所判事 
萩原 恒昭 日本知的財産協会参与 凸版印刷株式会社法務    
         本部長 
水町 勇一郎 東京大学社会科学研究所教授 
宮島 香澄 日本テレビ報道局解説委員 
矢野 恵美子 日本製薬工業協会知的財産委員会専門委員 
         アステラス製薬株式会社知的財産部知財第１ 
         グループＧＬ部長 
山本 敬三 京都大学大学院法学研究科教授 
和田 映一 一般社団法人日本経済団体連合会知的財産 
         委員会企画部会委員 
         東レ株式会社常任理事知的財産部門長 

日程・議題 



検討の視点 
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研究者による 

発明活動の促進 

•研究者による意欲的、創
造的な研究開発活動 

企業等における 

研究開発の促進  

•企業による莫大な研究開
発投資の回収の円滑化 

•研究者一人だけではなく、
発明者たる研究者と発明
者以外の研究者、研究者
以外の技師その他の補助
者からなる研究開発チー
ム全体のモチベーションの
維持・向上 

発明の事業化の促進 

•発明者によるベンチャー企
業の立ち上げ、企業による
発明の事業化の促進（技
術を埋没させない） 

事業戦略に即した 

発明の機動的かつ一元的
な利用  

•知財戦略に基づく経営判
断により、研究開発の成
果である発明を、機動的
かつ一元的に利用 

研究者の確保 

•国内の優秀な研究者人
材の海外への流出を防止 

•海外からの優秀な研究者
の獲得 
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参 考 資 料 



（参考）現行の職務発明制度（特許法第３５条） 
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特許法第三十五条（職務発明） 

 

１ 使用者、法人、国又は地方公共団体（以下「使用者等」という。）は、従業者、法人の役員、国家公務員又は

地方公務員（以下「従業者等」という。）がその性質上当該使用者等の業務範囲に属し、かつ、その発明をする

に至つた行為がその使用者等における従業者等の現在又は過去の職務に属する発明（以下「職務発明」とい

う。）について特許を受けたとき、又は職務発明について特許を受ける権利を承継した者がその発明について

特許を受けたときは、その特許権について通常実施権を有する。 

２ 従業者等がした発明については、その発明が職務発明である場合を除き、あらかじめ使用者等に特許を受

ける権利若しくは特許権を承継させ又は使用者等のため仮専用実施権若しくは専用実施権を設定することを定

めた契約、勤務規則その他の定めの条項は、無効とする。 

３ 従業者等は、契約、勤務規則その他の定めにより職務発明について使用者等に特許を受ける権利若しくは

特許権を承継させ、若しくは使用者等のため専用実施権を設定したとき、又は契約、勤務規則その他の定めに

より職務発明について使用者等のため仮専用実施権を設定した場合において、第三十四条の二第二項の規

定により専用実施権が設定されたものとみなされたときは、相当の対価の支払を受ける権利を有する。 

４ 契約、勤務規則その他の定めにおいて前項の対価について定める場合には、対価を決定するための基準

の策定に際して使用者等と従業者等との間で行われる協議の状況、策定された当該基準の開示の状況、対価

の額の算定について行われる従業者等からの意見の聴取の状況等を考慮して、その定めたところにより対価

を支払うことが不合理と認められるものであつてはならない。 

５ 前項の対価についての定めがない場合又はその定めたところにより対価を支払うことが同項の規定により

不合理と認められる場合には、第三項の対価の額は、その発明により使用者等が受けるべき利益の額、その

発明に関連して使用者等が行う負担、貢献及び従業者等の処遇その他の事情を考慮して定めなければならな

い。  


